予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　成長産業・モノづくり若手人材育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3099）

　　　　　　　E-mail： c11352@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　新産業振興課　成長産業推進係　電話番号：058-272-1111（内2937）

E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp　


１　事業費　　        　　　　2,360千円（前年度予算額：2,700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,700

	要求額
	2,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,360

	1月29日時点
査定額
	2,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,360

	決定額
	2,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,360


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　　本県の産業構造は製造業に特化し、「モノづくり立県」として高い技術力を有する中小企業が集積する一方、若年者の技能離れ、あるいは近県への人材流出などの課題を抱えている。また、航空機や次世代自動車など今後成長が見込まれる産業分野への展開を図り、産業構造の高度化・多様化を図るためには、将来を担う人材、特に先端技術・先端材料等を扱うことのできる人材の育成に取り組んでいく必要がある。
（２）事業内容

　　　　地域産業人材の裾野を拡げ、特に将来の成長産業に係る、モノづくり産業を担う若手人材を育成するため、産業技術課及びその所管機関である試験研究機関、その他関係機関が連携し、工業系高校生を対象に最先端技術等を体感できる機会を提供することにより、生徒の技術力向上ならびに就職意欲の喚起を図る。

　　　　また、工業系高校の教員に対しても日々の技術教育に役立てるため、最先端技術を学ぶ機会を提供する。
　　 eq \o\ac(○,1)成長産業・先端技術セミナー／企業見学

　　　【対象】県内工業系高校生

　　　【規模】高校生40名×5回（各回1日）

　　　【内容】工業系高校生を対象に、成長産業（航空宇宙産業）の魅力を伝えるセミナーを開催し、就業に必要となる資格・進路等について解説を行うとともに、県内航空機メーカーや関連中小企業の見学を通じて、成長産業就業の実体感をしてもらう。

　　 eq \o\ac(○,2)先端技術（CFRP成形・加工技術）研修

　　　【対象】工業系高校の教員

　　　【規模】熱硬化性CFRP成形実習　　10名×2回（各回1日）

　　　　　　　熱可塑性CFRP成形実習　　10名×2回（各回1日）

　　　【内容】工業系高校等の教員を対象に、航空機や次世代自動車などで利用が進む軽量強化部材（熱硬化性・熱可塑性CFRP）の加工技術などに関する座学と実習を実施。オートクレーブやホットプレス、万能試験機など、ぎふ技術革新センターの設備を活用。

（３）県負担・補助率の考え方

今後成長が見込まれる航空宇宙産業の将来を担う人材育成は県が取り組む政策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	192
	セミナーに係る講師謝金

	旅費
	      50
	セミナー／企業見学及び先端技術研修に係る旅費

	需用費
	1,212
	実習材料（プリプレグ・CFRTP板等）の購入費

	その他
	　　 906
	機器使用料及びバス借り上げ料

	合計
	2,360
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　



	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・長期構想
　　　Ⅱ－１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　　　・航空宇宙産業を中核的産業に成長させる。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　工業系高校生をはじめ、将来の成長産業・モノづくり産業を担う若手人材の技術力向上ならびに就職意欲の喚起を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	航空機関連企業就職者数（工業高校生）
	60
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	60
（H24）
	90
（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　○　成長産業・先端技術セミナー／企業見学

　　①日　　程：平成25年9月6日

見学企業：株式会社光製作所

　参 加 者：関商工高等学校　　生徒39名（実績）

　　　②日　　程：平成25年9月10日

見学企業：岩戸工業株式会社

参 加 者：岐阜工業高等学校　生徒40名（実績）

　　　③日　　程：平成25年9月11日

見学企業：天龍エアロコンポーネント株式会社

参 加 者：岐南工業高等学校　生徒40名（実績）

　　　④日　　程：平成25年9月17日

見学企業：株式会社水野鉄工所

参 加 者：可児工業高等学校　生徒37名（実績）

　　　⑤日　　程：平成25年10月29日

見学企業：川崎重工業株式会社

参 加 者：大垣工業高等学校　生徒40名（実績）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

今後成長が期待される航空宇宙産業の魅力や、普段あまり目にすることのない飛行機などを紹介したほか、企業見学では最先端技術を駆使した現場を見るなど、生徒の技術力向上や航空宇宙産業への就業意欲の向上につながった。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	航空機や次世代自動車など、今後生産規模の拡大が見込まれる成長産業分野においては、若手人材に対するニーズは更に高まるものと期待されるが、特に軽量強化部材の加工技術など、現在の高等学校のカリキュラムにはない先端技術・先端材料に関する知識を身につけた、即戦力となる人材が必要とされており、県が取り組む必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　平成25年度から実施している事業のため、成果が得られるのは平成26年3月に卒業する高校生から成果が表れるものと思われる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　セミナーの会場である中日本航空専門学校の協力をいただき、専門学校所有の機体や、設備を見ながら解説していただくことでより魅力を伝えられる内容となった。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
最先端技術や熟練技能・技術に関するセミナー・研修とあわせて、本事業により育成された優れた技術・技能をもつ若手人材と、人材を求める県内企業とのマッチングを行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　産業技術課、試験研究機関、その他関係機関が連携し、若手人材と企業とのマッチングを行う仕組みや体系的な人材育成プログラムの企画・実施についても検討を行う。
　平成25年度は関連企業に就職実績のある岐阜工業、岐南工業、関商工など５校を対象に実施したが、今後は中津川工業や、高山工業など他の工業系高校の参加についても検討を行う。




